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令和６年３月２７日 

中津川市議会 産業建設委員会 

  



「上下水道施設の老朽化と人口減少が当該事業に与える影響について」の政策提言書  

 

 上下水道事業における、施設の老朽化や管路の耐震化の遅れ、人口

減少による料金収入の減少、計画的な更新に必要な資金の確保、技術

者不足による技術継承や災害対応能力の低下を改善しなければいけな

いというという観点から、所管事務調査、行政視察、対話集会を経

て、執行部への提言に向けた協議を行い以下の通りまとめました。 

 

◎上水道事業について 

①人材育成と老朽管路の更新 

水道施設等を管理する技術者が不足していると思われる。災害時

の対応や技術継承が十分図られていない。また、管路の老朽化も著

しく耐震管への布設替えも思うように進んでいない。 

・水道施設等管理技術者の育成を計画的に行う。 

・管路の耐震化への遅れに対しては、長期計画による整備基本方針

を明確にし、市民に分かりやすい説明を早急に行う。 

②今後の経営環境について 

上水道事業経営審議会へ諮問、答申を受け、老朽管更新工事の設

計施工の一括発注方式の採用、料金改定や県営水道の値下げ交渉等

に取組まれているが、審議会で議論されている「広域化・広域連携」

については、議論だけで終わっており市の具体的な動きが見られな

い。施設の老朽化、人口減少による改修コストの増加や料金収入の

減少についての具体的な対策が十分でないと思われる。 

・「広域化・広域連携」の必要性の検証、具体的な計画案を早急に

作成する。 

・確実に水需要が減少することを踏まえ、料金や施設の統廃合、大

規模災害への備え、施設老朽化等に伴う修繕等、質の高い整備計

画の策定に取組んで頂きたい。合わせて、PDCAサイクルの考え

方もしっかり加味し早急に行う。 

③今後の整備計画について 

施設更新を先延ばししながら、トラブルが発生する毎に修繕対応

で管理している現状を、市民は大変不安に感じており、早急に払拭

しなければいけない。また、県営水道の値下げに向けた対策が十分

なされていないと思われる。 

・具体的な整備手法と工程表の策定を早急に行う。 



・県営水道の値下げに向け、広域圏で連携を取るなどの対応策を早

急に検討する。 

④今後の財政見通しについて 

令和４年度には、純損失が発生しており、今後は赤字決算となる

予測が出ている。また、料金回収率も今後減少して行く予測となっ

ている。今後の対策を早期に明確にする。 

・今後予想される純損失を解消するため、早急に具体的対策を立案

する。 

・料金回収率 100％を目標に、早急に財政計画を策定する。 

⑤今後の展開について 

急速な人口減少による料金収入の減少、施設老朽化に伴う更新需

要増大による経営環境の悪化を防ぐため、国から県に対して「水道

広域化推進プラン」を策定するよう指導があり岐阜県においても令

和５年に「岐阜県水道広域化推進プラン」が策定された。今後、広

域化の必要性を十分検討する必要がある。 

・自治体間の料金体系、施設整備の違いによる意見調整を十分行う。 

・施設を広域化することによる、断水対策や水質低下への対策及び 

問題発生時の配水対策を十分行う。 

 

◎下水道事業について 

①施設の老朽化と維持管理について 

中山間地特有の地形のため、マンホールポンプが多数設置されて

おり、多額の維持管理費用が必要となる。 

・ストックマネジメント計画に基づいた施設更新を早急に行う。 

②経営改善の取組について 

ストックマネジメント計画に基づき、効率的に事業を進めて行く

べきである。下水道が整備された区域においても、人口減少が著し

い区域においては、合併浄化槽への変更も考慮する必要がある。ま

た、下水道認可区域においても、多額の工事費がかかる場合は経費

を軽減できる手法を考えるべきである。中核工業団地内にある事業

所においては、下水道に切り替えるよう推奨すべきである。 

・住宅散在地における、下水処理方法の方向性を示す。 

・下水道認可区域内における、施工方法の方向性を示す。 

・中核工業団地内の事業所における、下水道への切り替えを強力に 

推奨する。 

③今後の整備計画について 



人口減少により料金収入は減少するが、施設の更新は増加傾向で

ある。 

・資金不足の状況ではあるが、施設更新を着実に遂行して頂きたい。 

④今後の財政見通し 

令和５年度においては、当年度純損失が発生する見込みである。

また、令和６年度以降は、資金残高が減少する見込みである。今後

の対策を早期に明確にする。 

・今後予想される純損失や資金残高減少を解消するため、早急に具 

体的対策を立案する。 

・経費回収率 100％を目標に、早急に財政計画を策定する。 

⑤今後の経営について 

令和４年度に策定したストックマネジメント計画の検証をしっか

り行い、具体的な整備手法と工程表の策定、PDCAの考え方、財源

確保の考え方を考慮し早期策定が重要である。 

・ストックマネジメント計画の検証を行う中で、整備手法、工程表 

及び優先順位などの見直しを行う。 

⑥今後の展開について 

岐阜県が進める「岐阜県汚水処理事業広域化・共同化計画」の内

容を十分検討し、評価できるものは積極的に事業展開して行く。ま

た、施設情報のデータ化と官民連携方式の取組手法についても十分

検討し評価できるものは積極的に活用して行く。これらの事項に関

する情報は、市民に分かりやすく説明して行くことが重要である。 

・施設情報データ化推進による効果の検証を早急に行う。 

・下水道整備における、官民連携の具体的内容の検討を早急に行う。 

・市民への情報提供の在り方を早急に立案する。 

 

◎上下水道事業の総合的な進め方 

・現在の審議会は形骸化していると感じられ、委員の意見が反映し

やすい審議会を望む。 

・審議会に参加した委員に分かりやすく、理解を深められる資料を

提供して頂きたい。 

・現状の上下水道事業の経営状況から考えれば、値上げは避けられ 

ないと理解しているが、市民も納得ができる情報発信をして欲し

い。 

・水道事業は、行政の経営に大きな影響を与えるものであり、全庁

体制で取り組んで頂きたい。 


